
事 業 概 況 （平成 29年 10月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

  平成 29 年度労災保険業務機械処理の平成 29 年 10 月末現在における保険給付支払総額は 4,558 億円で、前年同期に比

べて0.2％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が2,371億円で52.0％と最も大きく、次いで療養補償給

付が1,362億円で29.9％を占めている。以下、休業補償給付が12.0％、障害補償一時金が3.8％、遺族補償一時金が1.0％、

介護補償給付が0.9％、葬祭料が0.3％、二次健康診断等給付が0.1％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、遺族補償一時金が16.3％増、二次健康診断等給付が4.5％

増、療養補償給付が2.4％増となっているのに対し、休業補償給付が1.8％減、障害補償一時金が1.7％減、年金等給付が

1.4％減、介護補償給付が0.7％減、葬祭料が0.5％減となっている。（第１表） 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 456,664,505 100.0 0.7 △    455,833,711 100.0 0.2 △    

療 養 補 償 給 付 132,975,291 29.1 1.0 136,167,054 29.9 2.4

休 業 補 償 給 付 55,892,823 12.2 3.1 △    54,880,490 12.0 1.8 △    

障 害 補 償 一 時 金 17,815,933 3.9 1.8 △    17,508,327 3.8 1.7 △    

遺 族 補 償 一 時 金 3,895,977 0.9 0.5 △    4,531,293 1.0 16.3

葬 祭 料 1,153,291 0.3 0.9 △    1,147,962 0.3 0.5 △    

介 護 補 償 給 付 3,919,442 0.9 1.4 △    3,890,841 0.9 0.7 △    

年 金 等 給 付 240,431,520 52.6 1.0 △    237,101,673 52.0 1.4 △    

二 次健 康診 断等 給付 580,228 0.1 1.2 △    606,071 0.1 4.5

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

平成28年度　28年10月末 平成29年度　29年10月末

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が1,328億円で29.1％、「その他の事業」が1,300億円で28.5％、

「製造業」が1,129億円で24.8％となっている。以下、「運輸業」が10.6％、「鉱業」が4.1％、「林業」が1.8％、「船舶

所有者の事業」が0.4％、「漁業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ0.3％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 5.4％増、「その他の

事業」が2.3％増となっているのに対し、「漁業」が10.0％減、「林業」が5.8％減、「鉱業」が3.6％減、「船舶所有者の事

業」が 1.9％減、「製造業」が 1.0％減、「建設事業」が 0.9％減となっている。なお、「運輸業」は前年同期と同水準であ

った。（第２表） 

 

 

 



区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 456,664,505 100.0 0.7 △    455,833,711 100.0 0.2 △    

林 業 8,907,943 2.0 1.6 △    8,388,424 1.8 5.8 △    

漁 業 1,595,460 0.3 2.9 1,436,272 0.3 10.0 △   

鉱 業 19,518,815 4.3 6.4 △    18,808,494 4.1 3.6 △    

建 設 事 業 133,978,006 29.3 1.8 △    132,757,289 29.1 0.9 △    

製 造 業 114,064,353 25.0 1.3 △    112,885,425 24.8 1.0 △    

運 輸 業 48,525,827 10.6 0.5 △    48,517,126 10.6 0.0

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
1,087,781 0.2 1.0 △    1,146,733 0.3 5.4

そ の 他 の 事 業 127,082,831 27.8 1.8 130,026,979 28.5 2.3

船 舶 所 有 者 の 事 業 1,903,489 0.4 0.3 1,866,969 0.4 1.9 △    

平成28年度　28年10月末 平成29年度　29年10月末
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年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が1,285億円で54.2％と最も大きく、次いで障害補

償年金が898億円で37.9％、傷病補償年金が188億円で7.9％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が784億円で33.1％、「製造業」が680億円で28.7％、「そ

の他の事業」が455億円で19.2％となっている。以下、「運輸業」が10.6％、「鉱業」が5.6％、「林業」が1.9％、「漁業」

が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.2％となっている。（第３表） 

 

平成29年度　29年10月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合      計

　業　種 年       金 年       金 年       金 （年金等給付）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 89,801,286 128,517,535 18,782,852 237,101,673 100.0

林 業 1,286,273 2,989,316 228,209 4,503,799 1.9

漁 業 239,581 755,882 42,509 1,037,971 0.4

鉱 業 1,211,193 9,247,479 2,857,474 13,316,147 5.6

建 設 事 業 25,125,750 46,455,035 6,817,529 78,398,315 33.1

製 造 業 33,741,253 30,683,414 3,615,694 68,040,360 28.7

運 輸 業 9,412,423 14,334,795 1,480,188 25,227,406 10.6

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
158,225 467,603 46,048 671,875 0.3

そ の 他 の 事 業 18,513,828 23,295,124 3,670,888 45,479,840 19.2

船 舶 所 有 者 の 事 業 112,759 288,887 24,314 425,960 0.2

構 成 比 37.9% 54.2% 7.9% 100.0% －

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

構成比

 

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。 

 

 

 

 



 

保 険 料 

 

  平成 29年度労災保険業務機械処理の平成29年 10月末現在における保険料徴収決定済額は8,550億円で、前年同期に比

べて1.5％増となっている。保険料収納済額は3,906億円で、前年同期に比べて3.0％増となっている。また、収納率につ

いてみると45.7％となっており、前年同期に比べて0.7ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が4,098億円で47.9％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,829 億円で 21.4％、「製造業」が 1,619 億円で 18.9％を占めている。以下、「運輸業」が 8.7％、「船舶所有者

の事業」が 1.6％、「林業」が 0.6％、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.3％、「漁業」が

0.2％となっている。（第４表） 

 

区　分　

平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度

　業　種 28年10月末 29年10月末 28年10月末 29年10月末 28年10月末 29年10月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 842,225,247 855,024,870 100.0 1.5 379,310,316 390,648,216 100.0 3.0 45.0 45.7

林 業 5,324,009 5,258,713 0.6 1.2 △   2,537,090 2,568,069 0.7 1.2 47.7 48.8

漁 業 1,997,505 1,978,567 0.2 0.9 △   866,957 860,715 0.2 0.7 △   43.4 43.5

鉱 業 2,961,584 2,817,672 0.3 4.9 △   1,130,982 1,085,260 0.3 4.0 △   38.2 38.5

建 設 事 業 176,731,356 182,911,773 21.4 3.5 85,113,560 88,995,025 22.8 4.6 48.2 48.7

製 造 業 161,865,736 161,925,952 18.9 0.0 65,921,391 66,775,186 17.1 1.3 40.7 41.2

運 輸 業 74,002,090 74,025,659 8.7 0.0 28,271,330 28,675,319 7.3 1.4 38.2 38.7

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,322,222 2,342,763 0.3 0.9 931,534 938,930 0.2 0.8 40.1 40.1

そ の 他 の 事 業 403,122,511 409,776,253 47.9 1.7 188,524,751 194,605,622 49.8 3.2 46.8 47.5

船舶所有者の 事業 13,898,234 13,987,517 1.6 0.6 6,012,719 6,144,089 1.6 2.2 43.3 43.9

保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
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対前年
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同　期
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